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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２
に基づいております。
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結される子会社及び子法人等 １社

なんぎんリース株式会社
(2) 非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
(2) 持分法適用の関連法人等 １社

南九州サービス株式会社
(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
(4) 持分法非適用の関連法人等

該当ありません。
3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

３月末日 １社

会計方針に関する事項
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額

法）、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて

いる有価証券の評価は、時価法により行っております。
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3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８年～50年
その他 ５年～30年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定率法により償却しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

5. 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2020年10月８日）に規定する正
常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又
は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸
倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、こ
れに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
した残額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の
うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ること
ができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割
引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署
が資産査定を実施しております。
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連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等
を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

6. 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の費用処理方
法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理

7. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に
備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており
ます。

8．偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金等の
支払い等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。

9．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。
10．重要な収益及び費用の計上基準
① 顧客との契約から生じる収益の計上基準

当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要
な事業における主な履行義務は、金融サービスに係る役務の提供であり、主に約束したサ
ービスが顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。

② ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上方法
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

11．重要なヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会
計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リス
クを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在
することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。
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会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計
年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、
これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって
適用することといたしました。これにより、その他有価証券のうち時価のある株式及び受益
証券の評価について、連結決算期末月１ヵ月平均に基づいた市場価格等に基づく時価法から、
連結決算日の市場価格等に基づく時価法に変更しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで
す。

1. 貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 12,650百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「5．引当金の計上基準」に記載して
おります。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、新型コロナウイルス感染症の
影響も踏まえたうえで、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
新型コロナウイルス感染症の影響については、ワクチン接種の普及や政府の経済対策の
効果により影響は和らぎ、景気は緩やかな回復に向かうと仮定しております。
③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連結
会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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追加情報
（退職給付信託の一部返還について）

当行は、将来の退職給付に備えることを目的として退職給付信託を設定しておりますが、
年金資産が退職給付債務に対して積立超過の状態にあり、今後もその状態が継続することが
見込まれることから、退職給付信託の一部返還を受けました。
これに伴い、当連結会計年度において、退職給付信託返還損82百万円を特別損失に計上し
ております。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く） 17百万円
2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私
募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」
中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい
る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 8,198百万円
危険債権額額 17,900百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 5,316百万円
合計額 31,415百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日 内閣府令第３号）が

2022年３月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融
機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示してお
ります。
3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下「業種別委員会
実務指針第24号」という。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
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その額面金額は、2,000百万円であります。
4. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 4,040百万円
担保資産に対応する債務
コールマネー及び売渡手形 －百万円
上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金８百万円、有価証券
38,545百万円、その他の資産7,000百万円を差し入れております。
また、その他資産には、敷金等77百万円が含まれております。
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理してお
りますが、これにより引き渡した商業手形はありません。
5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、50,294
百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが48,680百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必
要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行
内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。
6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調
整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額3,412百万円

7. 有形固定資産の減価償却累計額 8,674百万円
8. 有形固定資産の圧縮記帳額 353百万円
9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する保証債務の額は910百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
1. 「その他の経常収益」には、株式等売却益105百万円を含んでおります。
2. 「その他の経常費用」には、株式等償却０百万円及び株式等売却損155百万円を含んでおり
ます。
3. 当連結会計年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下
落した以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額74百万円を減
損損失として特別損失に計上しております。
（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額）
鹿児島県内

用途 種類 減損損失
営業用店舗等 土地 74百万円
合計 － 74百万円

（資産グループの概要及びグルーピングの方法）
営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、
原則として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピング
しております。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独
立したキャッシュ・フローを生みださないことから共用資産としております。連結される子
会社及び子法人等については、個社ごとにグルーピングしております。
（回収可能価額）
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固定資産税評
価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 8,096 － － 8,096
Ａ種優先株式 3,000 － － 3,000
Ｂ種優先株式 － 850 － 850 (注)1
合 計 11,096 850 － 11,946

自己株式
普通株式 49 0 0 50 (注)2、3
合 計 49 0 0 50
（注）1.Ｂ種優先株式の増加は、第三者割当による新株の発行によるものであります。
（注）2.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得によるものであります。
（注）3.普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の売却によるものであります。

2. 配当に関する事項
(1)当連結会計年度中の配当金支払額
（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 201百万円 25.00円 2021年３月31日 2021年６月30日

Ａ種優先株式 179百万円 59.80円 2021年３月31日 2021年６月30日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 201百万円 利益剰余金 25.00円 2022年３月31日 2022年６月27日

Ａ種優先株式180百万円 利益剰余金 60.30円 2022年３月31日 2022年６月27日

Ｂ種優先株式 74百万円 利益剰余金 87.74円 2022年３月31日 2022年６月27日
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当行グループは、貸出金を中心とした金融サービス事業を行っております。また、貸出金
以外に国債等の有価証券にて運用を行っております。これらの事業を行うため、預金を中心
とした資金の調達を行っております。
これらの業務を行うにあたり、このように主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債

を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債
の総合管理（ＡＬＭ)を実施しております。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であ
り、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。
また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、純投資目的及び政策投資目的で保

有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、為替リス
ク、市場価格の変動リスクに晒されております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当行グループは、「融資の基本姿勢（クレジットポリシー）」及び「信用リスク管理基準」
に従い、貸出金について、個別案件の与信審査を基本として、与信限度額、信用情報管理、
内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営し
ております。これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経
営陣による「貸出合同審議会」、「融資取組方針検討会」を開催し、審議・報告を行っており
ます。さらに、これらの与信管理の状況については、定期的に監査部門がチェックしており
ます。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、市場営業部において、信用情報や時価の把握
を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。「ＡＬＭ運用基
準」において、リスク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、取締役会において決定さ
れたＡＬＭに関する方針に基づき、ＡＬＭ委員会で実施状況の把握・確認、今後の対応等の
協議を行っております。
日常的にはリスク統括部門において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギ
ャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行っているほか、ＡＬＭ委員会に報告
しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
当行グループは、為替の変動リスクに関して、外貨預金等の取引をまとめてポジション管
理し、為替リスクを回避するための持高操作を行っております。
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(ⅲ)価格変動リスクの管理
有価証券の保有については、取締役会の方針に基づき、取締役会の監督の下、「市場リス
ク管理基準」等に従い行われております。このうち、市場営業部では、有価証券の購入時の
事前審査、ポジション枠及びリスク限度枠等の限度額設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
当行が保有している株式の多くは、業務・資本提携を含む事業推進目的で保有しているも

のであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしており、これらの情報はリス
ク統括部門を通じ、ＡＬＭ委員会に定期的に報告されております。
なお、当行のリスク統括部門において、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）を用いて金

融商品の市場リスク量が把握されるとともに、監査部門において規定の遵守状況等がチェッ
クされております。
(ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当行では、主要なリスク変数である金利リスク及び株価変動リスクの影響を受ける主たる
金融商品は、「貸出金」「有価証券」及び「銀行業における預金」です。当行では、これらの
金融資産及び金融負債について、「ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）」という手法を用
い、金利リスク、株価変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
ＶａＲ算定に当たっては、金利変動が正規分布に従うと仮定する「分散共分散法」（保有
期間125営業日、信頼区間99％、観測期間５年）という手法により算定しており、2022年
３月31日現在で当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で4,656百万円です。
なお、当行では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテストを実施し
ています。2021年度に関して実施したバックテストの結果、使用する計測モデルは十分な
精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ

スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリス
クは捕捉できない場合があります。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行グループは、「流動性リスク管理基準」や「流動性リスクに関するコンティンジェン

シープラン」等において、資金繰り状況の区分とそれぞれの対応等を定め、これに基づき資
金繰り状況の把握・管理する体制としております。また、総合企画部において、月次で各グ
ループ会社の資金繰表等によりグループ全体の資金管理を行っているほか、ＡＬＭを通し
て、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整等によって、流
動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった
場合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません
（（注１）参照）。また、現金預け金、外国為替（資産）は、短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(1)商品有価証券
売買目的有価証券 6 6 －

(2)金銭の信託 390 390 －
(3)有価証券

満期保有目的の債券 943 934 △9
その他有価証券 81,185 81,185 －

(4)貸出金 587,677
貸倒引当金（*１） △12,477

575,200 587,331 12,131
資産計 657,726 669,847 12,121

(1)預金 781,923 781,942 18
(2)借用金 35,000 35,000 －

負債計 816,923 816,942 18
デリバティブ取引（*２）
ヘッジ会計が適用されていないもの － － －
ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 － － －
(*１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(*２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味
の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額が次のとおりであり、金
融商品の時価情報の「その他有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（*１）（*２） 950
組合出資金（*３） 119
(*１) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
(*２) 当連結会計年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。
(*３) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号 2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭の信託 － 390 － 390
商品有価証券及び有価証券
売買目的有価証券
国債 6 － － 6
その他有価証券
国債 21,739 － － 21,739
地方債 － 22,686 － 22,686
社債 － 17,560 － 17,560
株式 5,206 － － 5,206
その他 1 303 － 305

デリバティブ取引 － － － －
資産計 26,954 40,940 － 67,894

デリバティブ取引 － － － －
負債計 － － － －

(*) 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７
月４日）第26項に定める経過措置を適用した投資信託等については、上記表には含め
てはおりません。連結貸借対照表における当該投資信託等の金額は13,687百万円であ
ります。
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有目的の債券
社債 － 33 900 934

貸出金 － － 587,331 587,331
資産計 － 33 588,231 588,265

預金 － 781,942 － 781,942
借用金 － 35,000 － 35,000

負債計 － 816,942 － 816,942

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産
金銭の信託
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格によっており、構成物のレベルに基づき、レベル２の時価に分類してお
ります。

商品有価証券及び有価証券
商品有価証券及び有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用で
きるものはレベル１の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれま
す。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に
分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。
自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の起

債を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観測不
能であることからレベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま
す。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価
額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ
シュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見
積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額か
ら貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設け
ていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似し
ているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
上記時価については、時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要である
ため、すべてレベル３の時価に分類しております。
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負 債
預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ

なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け
入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。上記
時価は、すべてレベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金は契約期間が短期間（１年以内）であるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額を時価としており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

1. 売買目的有価証券（2022年３月31日現在）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 0

2. 満期保有目的の債券（2022年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの

社 債 100 100 0
小 計 100 100 0

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

社 債 843 833 △10
小 計 843 833 △10

合計 943 934 △9

3. その他有価証券（2022年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 2,316 1,268 1,048
債 券 44,925 44,487 438
国 債 21,739 21,490 249
地方債 15,247 15,097 149
社 債 7,938 7,899 39
その他 2,498 2,296 201
小 計 49,740 48,052 1,688

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 2,890 3,563 △673
債 券 17,060 17,199 △138
地方債 7,439 7,500 △60
社 債 9,621 9,699 △78
その他 11,494 12,248 △754
小 計 31,445 33,011 △1,566

合計 81,185 81,063 121
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4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３
月31日）
該当ありません。

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31
日）

種類 売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1,622 105 55
債券 493 － 1
国債 493 － 1
その他 10,219 254 280

合計 12,336 359 337
6. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

7. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、
当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）して
おります。
当連結会計年度における減損処理額は、該当ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。
(1)時価の下落率が50％以上の場合。
(2)時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①～③の何れかに該当する場合は回
復可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると
予想される場合。

(3)時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。

― 17 ―

2022年05月24日 20時18分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含ま
れた評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 390 －

2. 満期保有目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当ありません。

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月31日現在）
該当ありません。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

役務取引等収益 1,490
預金・貸出業務 574
為替業務 532
証券関連業務 139
代理業務 179
保護預り・貸金庫業務 6
保証業務 15
その他 41

顧客との取引から生じる経常収益 1,490
上記以外の経常収益 14,007
経常収益 15,497

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 3,589円33銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 243円18銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 69円90銭
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。
2. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1） 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額

法）、子会社及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券に
ついては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等につ
いては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2） 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ８年～50年
その他 ５年～30年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6. 引当金の計上基準
（1） 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務
指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2020年10月８日）に規
定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の
予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年
間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基
づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸
念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先
債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見
積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約
定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ
ュ・フロー見積法）により計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定
部署が資産査定を実施しております。

（2） 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のと
おりであります。
数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理

（3） 睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

（4） 偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金
等の支払い等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。
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7. 収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益の計上基準
当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サ
ービスに係る役務の提供であり、主に約束したサービスが顧客に移転した時点で、当該サ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
8. ヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減
殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

9. 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。
10. 消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。
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会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度
の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、こ
れによる計算書類に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することといたしました。これにより、その他有価証券のうち時価のある株式及び受益証券
の評価について、決算期末月１ヵ月平均に基づいた市場価格等に基づく時価法から、決算日
の市場価格等に基づく時価法に変更しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

1. 貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 12,523百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「6．引当金の計上基準」に記載しておりま
す。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、新型コロナウイルス感染症の
影響も踏まえたうえで、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
新型コロナウイルス感染症の影響については、ワクチン接種の普及や政府の経済対策の
効果により影響は和らぎ、景気は緩やかな回復に向かうと仮定しております。
③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業
年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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追加情報
（退職給付信託の一部返還について）
当行は、将来の退職給付に備えることを目的として退職給付信託を設定しておりますが、
年金資産が退職給付債務に対して積立超過の状態にあり、今後もその状態が継続することが
見込まれることから、退職給付信託の一部返還を受けました。
これに伴い、当事業年度において、退職給付信託返還損82百万円を特別損失に計上しており
ます。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式総額 40百万円
2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支
払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中
の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている
有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに
限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 8,198百万円
危険債権額 17,900百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 5,316百万円
合計額 31,415百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日 内閣府令第３号）が

2022年３月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融
機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示してお
ります。
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3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下「業種別委員会
実務指針第24号」という。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は、2,000百万円であります。
4. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 4,040百万円
担保資産に対応する債務
コールマネー －百万円
上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金８百万円、有価証券

38,545百万円、その他の資産7,000百万円を差し入れております。
また、その他資産には敷金等73百万円が含まれております。
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理してお

りますが、これにより引き渡した商業手形はありません。
5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、50,514百
万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが48,900百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰
延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調
整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額3,412百万円
7. 有形固定資産の減価償却累計額 8,669百万円
8. 有形固定資産の圧縮記帳額 353百万円
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9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する当行の保証債務の額は910百万円であります。

10. 関係会社に対する金銭債権総額 480百万円
11. 関係会社に対する金銭債務総額 144百万円
12. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規
定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を
資本準備金又は利益準備金として計上しております。
当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、76百万円であります。
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（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 7百万円
役務取引等に係る収益総額 0百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 －百万円
その他の取引に係る収益総額 －百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 －百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 77百万円
その他の取引に係る費用総額 －百万円

2. 当事業年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した
以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額74百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。
（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額）
鹿児島県内

用途 種類 減損損失
営業用店舗等 土地 74百万円
合計 － 74百万円

（資産グループの概要及びグルーピングの方法）
営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、
原則として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピング
しております。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独
立したキャッシュ・フローを生みださないことから共用資産としております。
（回収可能価額）
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固定資産税評
価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株)
当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘 要

自己株式
普通株式 49 0 0 50 （注）1、2
合 計 49 0 0 50

（注）1.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得によるものであります。
（注）2.普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の売却によるものであります。

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」
が含まれております。
1. 売買目的有価証券（2022年３月31日現在）

当事業年度の損益に含まれた評価差額(百万円)
売買目的有価証券 0

2. 満期保有目的の債券 (2022年３月31日現在)

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

社 債 100 100 0
小 計 100 100 0

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

社 債 843 833 △10
小 計 843 833 △10

合 計 943 934 △9

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社・子法人等株式 － － －
関連法人等株式 － － －
合計 － － －

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式 35
関連法人等株式 5
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4. その他有価証券（2022年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株 式 2,314 1,266 1,047
債 券 44,925 44,487 438
国 債 21,739 21,490 249
地方債 15,247 15,097 149
社 債 7,938 7,899 39

その他 2,498 2,296 201
小 計 49,738 48,050 1,687

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株 式 2,890 3,563 △673
債 券 17,060 17,199 △138
地方債 7,439 7,500 △60
社 債 9,621 9,699 △78

その他 11,494 12,248 △754
小 計 31,445 33,011 △1,566

合計 81,183 81,061 121
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 933
組合出資金 119
組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第31号 2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31
日）
該当ありません。

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
種類 売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1,622 105 55
債券 493 － 1
国債 493 － 1
その他 10,219 254 280

合 計 12,336 359 337
7. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。
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8. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、
当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とすると
ともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しておりま
す。
当事業年度における減損処理額は、該当ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。

（1） 時価の下落率が50％以上の場合。
（2） 時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①～③の何れかに該当する場合は回復

可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると予
想される場合。

（3） 時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 390 －

2. 満期保有目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当ありません。

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月31日現在）
該当ありません。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり

ます。
繰延税金資産
貸倒引当金 3,676百万円
退職給付引当金 320
有価証券償却 125
その他 616
繰延税金資産小計 4,739
評価性引当額 △2,812
繰延税金資産合計 1,927
繰延税金負債
前払年金費用 154
その他 518
繰延税金負債合計 673
繰延税金資産の純額 1,254百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 3,599円02銭
１株当たりの当期純利益金額 242円39銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 69円70銭
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